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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等にかかる主要な経営指標等の推移

については記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社を有していないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

５．第35期中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準を適用しております。 

回次 第34期中 第35期中 第36期中 第34期 第35期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（千円） 1,789,490 1,531,988 1,179,708 3,798,922 3,063,620 

経常利益または経常損失(△)（千円） 5,741 △21,840 △110,275 123,183 323 

中間（当期）純利益または中間(当期)純損

失(△)（千円） 
5,091 △348,420 △263,985 114,093 △341,126 

持分法を適用した場合の投資利益 

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 767,340 767,340 767,340 767,340 767,340 

発行済株式総数（千株） 29,348 29,348 29,348 29,348 29,348 

純資産額（千円） 377,336 136,626 △122,165 485,622 142,968 

総資産額（千円） 1,786,176 1,184,710 856,055 1,770,975 1,074,399 

１株当たり純資産額（円） 12.92 4.68 △4.19 16.64 4.90 

１株当たり中間（当期）純利益金額または

中間(当期)純損失金額(△)（円） 
0.17 △11.94 △9.05 3.91 △11.69 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 21.1 11.5 △14.3 27.4 13.3 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

（千円） 
221,721 △95,991 △98,251 340,334 △136,309 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

（千円） 
△15,042 △13,067 △3,531 △40,895 △11,549 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

（千円） 
△123,478 △575 66,009 △124,194 △1,528 

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残

高（千円） 
100,242 82,652 7,125 192,286 42,899 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]（人） 

56 

[13] 

52 

[15] 

52 

[16] 

55 

[14] 

52 

[16] 



２【事業の内容】 

 当中間期末において当社並びに当社の子会社である株式会社エーアンドケーの営む事業の内容について、重要な変

更はありません。 

  

＊当中間会計期間末における事業系統図は次のとおりです。 

  



３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、当社の親会社に異動が生じております。 

 セボン株式会社は平成18年8月8日にTOBを表明し、当社がこれに賛同の上、従来の親会社であった株式会社カネカ

が応募し、9月4日に同社からその全所有株式を取得しております。 

 これにより、セボン株式会社は当社株式の議決権個数の89.73％を保有する当社の親会社となりましたが、当中間

期末においては従来の経営体制を維持しております。従って当中間期末においては出資以外に人的、取引関係とも生

じておりません。 

 (注)半期報告書提出日現在においては、親会社からの転籍役員が3名(取締役2名、監査役1名)となっております。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

(2）労働組合の状況 

 現在労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満であり、特記すべき事項はありません。 

会社等の名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容 
議決権の被所有
割合（％） 

事業上の関係 

 セボン株式会社  東京都新宿区 1,030 

 不動産の売買・

仲介・管理、建築

工事の請負・企

画・設計・管理及

びコンサルタント

業務他 

89.73  なし 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人）  52   (16) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当中間期のわが国経済は、企業収益は改善、設備投資は増加し、雇用情勢、所得の伸び等にも改善が見られ個

人消費も緩やかに増加するなど景気は回復基調にあるものの、原油の高騰、金利の先高感等の先行き不透明感も

残しつつ推移しました。 

 住宅市場におきましては、地価下落に底打ち感が見られ、低金利の継続から分譲住宅を中心とした一次取得者

の動きは好調に推移しましたが、当社がターゲットとする建替を中心とした二次取得者層の動きは依然として低

調に推移しました。 

 当社はこのような市場環境のもとで、基盤事業である注文住宅において、前下半期の受注低迷による期初の受

注残の不足を挽回すべく、当中間期における完工物件の受注に注力したものの、建替え需要が低調なことから集

客に苦戦し、計画通りの受注獲得には至りませんでした。 

 この結果、売上高は1,179,708千円（前年同期比23.0％減）と減収となり、経常損失が110,275千円となりまし

た。また、当中間期において固定資産の減損損失及び貸倒引当金の計上等の特別損失が発生し中間純損失は

263,985千円となりました。 

〔部門別の状況〕 

（建築事業部門） 

 建築部門においては、住宅展示場営業に加え、集客強化のために住宅現場見学会・施主向けセミナー開催の重

点化、ＷＥＢの強化を図るとともに、デザイン、仕様の見直し、原価低減を推進しました。しかしながら、当社

が主にターゲットとする顧客層（建替えを中心とした二次取得者層）の集客数不足により、受注面では苦戦いた

しました。この結果、受注高は939,675千円（前年同期比51.2％増）と前年を上回ったものの、期初の受注残高不

足を補うには至らず、完工高は552,478千円（前年同期比36.5％減）となりました。 

  リフォーム部門においては、過去において当社で建築請負をしたお客様のフォローを中心に受注活動を行いま

したが、売上高は93,089千円（前年同期比8.3％減）と前年同期を下回りました。 

 

（賃貸事業部門） 

 賃貸事業部門においては、入居率の向上に注力したものの管理物件数の減少と家賃相場の下落により、売上高

は532,140千円（前年同期比4.5％減）となりました。 

 

 (不動産事業部門) 

  不動産事業部門においては、一次取得者層のため若干の土地仲介を行いました。 



(2）キャッシュ・フロー  

  当中間会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)残高は、中間営業損失となったこと

から営業活動による資金流出が98,251千円となりました。 

 販売力強化を目的に設備投資として4,412千円の資金支出を行いました。 

 これに伴う運転資本の資金手当てのため、67,157千円の短期借入を行いました。 

この結果、前期末に比べ資金は35,773千円減少し、7,125千円となりました。  

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 当中間会計期間において営業活動の結果使用した資金は98,251千円となりました。これは主に中間営業損失

110,266千円の計上によるものです。前年同期比較では、売上債権の回収額は95,755千円減少したものの、建築受

注は上昇しており、このため未成工事受入金が110,533千円増加し、ほぼ前年同期並の資金減少となりました。 

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は、3,531千円となりました。これは主に西東京支店内シ

ョールームの改装に支出したものです。前年同期は主にキャドシステムの更新によるソフトウエア購入により

13,067千円の資金支出を行っており、同期比較では9,536千円の支出減少となりました。 

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 当中間会計期間において財務活動の結果増加した資金は66,009千円となりました。これは運転資本の資金手当

てのため、67,157千円の短期借入を行ったことによるものです。前年同期は575千円と僅少な支出であったため、

同期比較では66,584千円の収入増加となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 建設業における生産実績は、施工技術、機械力、労働力、資金力の総合によるものであり、また工事内容が多様

化し、適確に示すことは困難であるため、記載を省略しております。 

(2）受注実績 

 当社の請負工事は、全て民間からの競争による受注施工であります。 

 当中間会計期間における建築事業部門の受注状況及び当中間会計期間末現在の受注残高を示すと、次のとおりで

あります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

建築部門 939,675 151.2 851,065 124.5 

リフォーム部門 102,146 103.7 30,803 268.9 

合計 1,041,821 144.7 881,868 126.9 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

建築部門 552,478 63.5 

リフォーム部門 93,089 91.7 

建築事業部門計 645,568 66.4 

賃貸事業部門 532,140 95.5 

不動産事業部門 2,000 63.9 

合計 1,179,708 77.0 



３【対処すべき課題】 

 当社は、昭和４９年の設立以来、首都圏を中心として、地域に密着した注文建築を手掛け、平成８年にはソーラー

サーキット工法を導入し、着実に基盤事業である注文住宅事業を継続してまいりましたが、ここ数年は、当社がター

ゲットとする建替えを中心とした二次取得者層における需要の低下、同業他社との競合の激化などにより、計画通り

の受注を確保するには至らない状況となっております。 

 また当社は当中間期末において122,165千円の債務超過となっております。 

当該状況を解消すべく12月8日開催の取締役会において第三者割当増資を決議し、財務体質の改善を図るとともに、

新たな経営方針を打ち出し、これに基づいた「新経営計画」を策定致しました。 

 

(経営方針) 

  当社は、すべてのお客様に「集い憩える住空間・住環境」を提供することを目指し、時代のニーズを先取りした高

い技術と発想力により、「健康・快適・安心」な住まいづくり、街づくりを推進していくことを経営の基本方針と致

します。 

(新経営計画の概要)  

  上記の新たな経営方針に基づき、既存事業のあり方、その実施方法などを見直し、下記事項を骨子に、幅広い顧客

ニーズに応える事業展開を図り、経営基盤の強化、安定化を目指してまいります。 

（１） 商品カテゴリーの再構築 

  ・ソーラーサーキットを活かしつつ、多様なニーズに応えるべく、商品カテゴリーを再構築します。（価額帯の

   拡大、新商品の開発、技術保有他社との業務提携等） 

（２） 既存事業の強化によるビジネスチャンスの拡大 

  ・展示場を中心としてきたこれまでの営業スタイルを見直し、インターネットを始めとした、新たな営業チャン

   ネルを構築します。 

  ・（建築条件付など）土地情報を活かしたビジネスチャンスの拡大を図ります。 

  ・地価の底打ち感を背景に、住宅に関連する不動産事業への取り組みを強化、拡大します。 

  ・建売販売事業へ取り組むために必要な人材を確保し、ノウハウを確立します。 

  ・賃貸物件管理業務について、これまでの実績をベースに、新規受諾物件の開拓を強化します。 

（３） 財務体質の強化 

  ・事業分野拡大に伴う資金ニーズに備え、財務体質を強化します。 

  ・財務体質の強化及び負の遺産を清算するべく増資を実施し、早期に債務超過の解消を目指します。 

 (４) 年度別対応方針 

    ○ 平成１９年３月期 (再建期間) 

    ・繰越損失など「負の遺産」の解消に着手 

    ・増資等による財務体質の強化 

    ・翌期以降にそなえた「体制整備」「準備作業」に注力 

    ○ 平成２０年３月期 (自立期間) 

    ・商品カテゴリーの拡大・再整備による成果を発揮する 

    ・既存事業を強化し、ビジネスチャンスの拡大を図る 

    ・負の遺産の解消を完了 

    ○ 平成２１年３月期 (成長期間)  

    ・事業分野を確立し、経営の安定を図る 



４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社は高品質住宅の供給をテーマに、外断熱二重通気工法(ソーラーサーキットシステム)をベースとし、これを顧

客の要望する自由な外観や間取り、また敷地上の制限等、様々な条件下で実現し、商品の高付加価値化、差別化を図

るため、設計の構造・デザイン、施工上の技術改革等に取り組んでおります。 

 当社では、こうした技術当事者としての設計・工事部従事者18名に加え、技術開発部門として業務兼任スタッフを

2名配置しており、これは従業員の38％に当たっております。 

 当中間会計期間は、これら個々の人的な費用以外の支出はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に主要な設備として掲記しておりました賃貸用不動産８件は、保有目的を

変更し、全件流動資産の「販売用土地建物」に振替しております。  

 当中間会計期間末における当社の主要な設備の状況は次のとおりであります。 

 （注）１．帳簿価額の内「その他」は工具器具及び備品であります。なお金額には消費税等は含まれておりません。 

２．上記中［外書］は賃借中のものであります。 

３．従業員の（外書）は、平均臨時雇用者数であります。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額
従業員数
(人) 建物

（千円） 

土地
（千円） 
(面積㎡) 

その他
（千円） 

合計
（千円） 

本社 

（東京都新宿区） 
営業事務所 － 

－ 

(－) 
652 652 

3 

(1) 

西東京支店 

（東京都多摩市） 
営業事務所 3,219 

－ 

(－) 
7,590 10,810 

24 

(6) 

千葉支店 

（千葉県松戸市） 
営業事務所 2,863 

－ 

(－) 
1,673 4,536 

12 

(3) 

瀬田営業所(瀬田展示場) 

（東京都世田谷区） 
営業事務所 40,349 

－ 

(－) 

[214] 

612 40,962 
6 

(1) 

松戸南営業所(松戸南展示

場) 

（千葉県松戸市） 

営業事務所 2,992 

－ 

(－) 

[208] 

1,200 4,193 
4 

(2) 

はるひ野営業所(はるひ野

展示場) 

（神奈川県川崎市麻生区） 

営業事務所 － 

－ 

(－) 

[109] 

265 265 
3 

(2) 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

 （注）  １.前事業年度末現在主要株主であった株式会社カネカは、当中間期末では主要株主ではなくなりました。 

２.前事業年度末現在主要株主でなかったセボン株式会社は、当中間期末では主要株主となっております。 

３.上記のほか、自己株式が174千株あります。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 65,392,000 

計 65,392,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月20日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 29,348,000 29,348,000 
  ジャスダック 

  証券取引所 

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

計 29,348,000 29,348,000 － － 

年月日 
発行済株式総数
増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年4月1日～ 

平成18年9月30日  
－  29,348,000 －  767,340 －  －  

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

セボン株式会社 東京都新宿区西新宿一丁目２３番７号 26,021 88.66  

ＫＯＢＥ証券株式会社 大阪府大阪市北区曾根崎二丁目５番１０号 177 0.60  

鈴木 洋 愛知県一宮市 170 0.57  

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町一丁目４番 105 0.35  

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜二丁目４番６号 88 0.29  

ビーエヌピーパリバ証券会社 東京都千代田区大手町一丁目７番２号 61 0.20  

川上 俊親 兵庫県芦屋市 60 0.20  

佐々木 芳明 埼玉県所沢市 60 0.20  

島 俊雄 兵庫県神戸市灘区 53 0.18  

吉田 朋晃 東京都世田谷区 50 0.17  

計 － 26,845 91.47  



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）1.「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株含まれております。 

     なお、「議決権の数」欄には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数7個が含まれておりません。 

   2.「単元未満株式」の欄には、自己株式290株が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    174,000     － 
権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式  29,005,000     28,998 同上 

単元未満株式 普通株式    169,000     － 同上 

発行済株式総数            29,348,000     － － 

総株主の議決権 － 28,998 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

旭ホームズ株式会社 
東京都新宿区新宿 
一丁目２６番６号 

174,000 －  174,000 0.59  

計 － 174,000 －  174,000 0.59  

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 182 420 311 232 308 459 

最低（円） 130 176 202 166 172 270 



３【役員の状況】 

  前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。  

(1)新任役員 

(注)１.取締役笹部憲吾及び川上登美子は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

  ２.監査役宮崎貞及び坂本祐治は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

就任年月日

 代表取締役

社長 
  坂谷 賢一  

昭和38年10月31

日生 

昭和61年４月 朝日生命保険(相)入社 

平成15年９月 セボン㈱入社 

平成17年１月 同社経営企画室次長 

平成17年６月 同社経営企画室長 

平成18年10月 当社入社社長付 

平成18年11月 当社代表取締役社長(現任) 

－ 
平成18年

11月16日

取締役   管理部長 櫻井 道博  
昭和16年８月15

日生 

昭和39年４月 ㈱新羅企業入社 

昭和47年４月 リンガフォン・ジャパンリミテッド入

社 

昭和51年９月 学校法人文際学園勤務 

平成７年１月 大伸フード㈱（現セボン㈱）入社 

平成12年６月 同社経理部次長 

平成15年６月 同社経理部参事 

平成18年10月 当社入社社長付 

平成18年11月 当社取締役管理部長(現任) 

－ 
平成18年

11月16日

取締役    笹部 憲吾  
昭和34年５月10

日生 

昭和57年４月 ㈱三井銀行（現㈱三井住友銀行）入行 

平成９年４月 ㈱エー・ジー・ピー入社 

平成12年９月 日本社宅サービス㈱監査役 

平成16年６月 サイトサポート・インスティテュート

㈱監査役 

現在にいたる 

平成16年11月 ㈱エー・ジー・ピー取締役(現任) 

平成18年11月 当社取締役(現任) 

－ 
平成18年

11月16日

取締役    川上 登美子
昭和12年10月３

日生 

昭和35年４月 東洋レーヨン㈱(現東レ㈱)入社 

昭和46年11月 (社)経済同友会入所 

昭和50年２月 池坊女子短期大学講師 

昭和51年４月 三井生命保険(相)入社 

平成12年１月 ㈱日本セーラ入社営業本部長 

平成14年４月 同社専務取締役(現任) 

平成18年11月 当社取締役(現任) 

－ 
平成18年

11月16日

監査役 

(常勤)  
  大野 俊一郎

昭和16年12月10

日生 

昭和35年４月 ㈲稲田商店入社 

平成２年12月 大伸フード㈱(現セボン㈱)入社 

平成12年９月 同社経理部次長 

平成16年９月 同社経理部長 

平成17年６月 同社執行役員経理部長 

平成18年６月 同社財務部参事 

平成18年11月 当社入社、監査役(現任) 

－ 
平成18年

11月16日

監査役   宮﨑 貞 
昭和20年２月21

日生 

昭和42年４月 警察庁入庁 

昭和47年５月 米国コーネル大学経営大学院卒 

昭和47年８月 愛知県警交通規制課長 

昭和58年９月 内閣官房調査官 

昭和60年４月 社会システム研究所所長(現任) 

平成４年４月 帝京大学教授(リスクマネジメント) 

平成17年４月 帝京大学客員教授(現任) 

平成14年３月 ㈱グレース非常勤監査役(現任) 

平成16年３月 ㈱リプラス社外取締役(現任) 

平成18年11月 当社監査役(現任) 

－ 
平成18年

11月16日

監査役   坂本 祐治 
昭和33年２月13

日生 

昭和58年４月 相馬武人税理士事務所入所 

昭和58年９月 昭和監査法人(現新日本監査法人)入所 

昭和62年８月 公認会計士登録 

平成７年12月 坂本公認会計士事務所開業(現任) 

平成18年11月 当社監査役(現任) 

－ 
平成18年

11月16日



 (2)退任役員 

役名 職名 氏名 退任年月日 

 代表取締役社長 住宅営業本部長   西川 潤 平成18年11月16日 

 取締役 管理部長   奥田 直人 平成18年11月16日 

 取締役    田中 稔 平成18年11月16日 

 取締役    小林 憲二 平成18年11月16日 

 監査役(常勤)    中山 宣男 平成18年11月16日 

 監査役    森野 靖峯 平成18年11月16日 

 監査役    中村 正典 平成18年11月16日 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号、

以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じ

て記載しております。 

 なお、前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）

の中間財務諸表についてはあずさ監査法人により中間監査を受け、また、当中間会計期間（自平成18年４月１日 至

平成18年９月30日）の中間財務諸表については新橋監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  前中間会計期間 あずさ監査法人 

  当中間会計期間 新橋監査法人 

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程

度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準        0.6％ 

売上高基準      0.3％ 

利益基準       0.1％ 

利益剰余金基準    0.5％ 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金  6,275   7,125   6,969   

完成工事未収入金  151,280   99,943   131,803   

売掛金  21,525   17,783   23,343   

未成工事支出金  43,587   50,437   23,378   

販売用土地建物 ※2,5  －   485,193   －   

関係会社短期貸付
金  76,376   －   35,929   

その他  30,733   26,298   30,303   

貸倒引当金  △3,932   △2,286   △2,894   

流動資産合計   325,846 27.5  684,496 80.0  248,832 23.2 

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産 ※1,2          

建物 ※2,5  100,127   49,425   93,848   

土地 
※
2,5,6  

544,084   －   544,084   

その他  17,539   12,606   13,931   

有形固定資産合計   661,750 55.9  62,032 7.2  651,864 60.7 

無形固定資産   13,026 1.1  7,593 0.9  9,031 0.8 

投資その他の資産           

長期貸付金  248,534   245,807   244,082   

長期営業債権 ※7 152,046   58,713   74,772   

その他  48,077   48,385   48,844   

貸倒引当金  △264,572   △250,971   △203,028   

投資その他の資産
合計   184,085 15.5  101,934 11.9  164,671 15.3 

固定資産合計   858,863 72.5  171,559 20.0  825,566 76.8 

資産合計   1,184,710 100.0  856,055 100.0  1,074,399 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

工事未払金  454,054   354,094   435,809   

短期借入金  ※２ －   67,157   －   

未払金  21,408   25,998   20,919   

未払費用  9,309   7,946   8,597   

未払法人税等  1,638   1,389   1,566   

未成工事受入金  163,119   151,356   67,463   

預り金  5,429   5,586   6,611   

賞与引当金  22,494   13,602   17,375   

完成工事補償引当
金  8,400   5,000   5,000   

その他 ※３ 22,717   26,960   32,682   

流動負債合計   708,571 59.8  659,093 77.0  596,026 55.5 

Ⅱ 固定負債           

長期未払金 ※２ 123,152   112,578   117,977   

預り敷金  161,356   153,851   161,255   

退職給付引当金  39,078   41,697   42,837   

役員退職慰労引当
金  6,838   6,375   7,988   

その他  9,087   4,624   5,346   

固定負債合計   339,512 28.7  319,127 37.3  335,404 31.2 

負債合計   1,048,083 88.5  978,221 114.3  931,431 86.7 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   767,340 64.7  － －  767,340 71.4 

Ⅱ 利益剰余金           

中間(当期)未処理
損失  616,410   －   609,115   

利益剰余金合計   △616,410 △52.0  － －  △609,115 △56.7 

Ⅲ 自己株式   △14,303 △1.2  － －  △15,255 △1.4 

資本合計   136,626 11.5  － －  142,968 13.3 

負債・資本合計   1,184,710 100.0  － －  1,074,399 100.0 

            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本            

 １ 資本金   － －  767,340 89.6  － － 

  ２ 利益剰余金                 

   (1)その他利益剰余金                

    繰越利益剰余金  －     △873,101     －     

     利益剰余金合計   － －  △873,101 △102.0  － － 

 ３ 自己株式   － －  △16,404 △1.9  － － 

株主資本合計   － －  △122,165 △14.3  － － 

純資産合計   － －  △122,165 △14.3  － － 

負債純資産合計    － －  856,055 100.0  － － 

          



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 完成工事高   971,933   100.0 645,568   100.0 1,941,452   100.0 

Ⅱ 完成工事原価  749,869   77.2 529,877   82.1 1,500,001   77.3 

完成工事総利益   222,063 22.8  115,691 17.9  441,450 22.7 

Ⅲ 賃貸部門売上高  556,925   100.0 532,140   100.0 1,119,038   100.0 

Ⅳ 賃貸部門売上原価  501,131   90.0 468,396   88.0 998,627   89.2 

賃貸部門売上総利
益   55,793 10.0  63,743 12.0  120,411 10.8 

Ⅴ その他売上高  3,129   100.0 2,000   100.0 3,129   100.0 

Ⅵ その他売上原価  320   10.2 －   － 320   10.2 

その他売上総利益   2,809 89.8  2,000 100.0  2,809 89.8 

売上高合計  1,531,988   100.0 1,179,708   100.0 3,063,620   100.0 

売上原価合計  1,251,320   81.7 998,273   84.6 2,498,948   81.6 

売上総利益合計   280,667 18.3  181,434 15.4  564,671 18.4 

Ⅶ 販売費及び一般管理
費   302,904 19.8  291,701 24.7  570,689 18.6 

営業損失   22,237 △1.5  110,266 △9.3  6,017 △0.2 

Ⅷ 営業外収益           

受取利息  416   266   681   

その他  1,759   1,521   8,873   

営業外収益合計   2,176 0.1  1,788 0.2  9,555 0.3 

Ⅸ 営業外費用           

支払利息  1,316   1,797   2,393   

その他  463   －   820   

営業外費用合計   1,779 0.1  1,797 0.2  3,213 0.1 

経常利益(△は経
常損失)   △21,840 △1.4  △110,275 △9.3  323 0.0 

Ⅹ 特別利益 ※１   2,460 0.2  533 0.0  2,460 0.1 

XI  特別損失 
  
※2,4   328,670 21.5  153,873 13.0  343,170 11.2 

税引前中間（当
期）純損失   348,050 △22.7  263,615 △22.3  340,386 △11.1 

法人税、住民税及
び事業税    370 0.0   370 0.0   740 0.0 

中間（当期）純損
失   348,420 △22.7  263,985 △22.3  341,126 △11.1 

前期繰越損失   267,989   －   267,989  

中間(当期)未処理
損失   616,410   －   609,115  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

 

株主資本   

資本金 

利益剰余金

  自己株式  株主資本合計 

純資産合計
その他利益剰余金

利益剰余金
合計  

  

繰越利益剰余金  

平成18年3月31日 残高 (千円) 767,340 △609,115 △609,115 △15,255 142,968 142,968 

中間会計期間中の変動額       

中間純利益 － △263,985 △263,985 － △263,985 △263,985 

自己株式の取得 － － － △1,148 △1,148 △1,148 

中間会計期間中の変動額合計 (千円) － △263,985 △263,985 △1,148 △265,134 △265,134 

平成18年9月30日 残高 (千円) 767,340 △873,101 △873,101 △16,404 △122,165 △122,165 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 
  

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前中間(当期)純損失  △348,050 △263,615 △340,386 

減価償却費  12,369 10,730 24,647 

減損損失  294,652 97,568 294,652 

販売用土地建物評価損  13,800 － 13,800 

固定資産除去損   － 2,221 － 

貸倒引当金の増加額  14,906 47,335 31,222 

賞与引当金の減少額  △170 △3,772 △5,289 

完成工事補償引当金の減少額  － － △3,400 

退職給付引当金の増加額(減少額）  1,136 △1,140 4,895 

受取利息及び配当金  △416 △266 △681 

支払利息  1,316 1,797 2,393 

売上債権の減少額  131,810 36,055 146,467 

たな卸資産の増加額(減少額）  △6,214 △29,827 13,703 

長期営業債権の減少額  1,350 11,208 2,730 

仕入債務の減少額  △152,672 △81,714 △170,917 

未成工事受入金の増加額(減少額)  △26,641 83,892 △122,296 

未払金の増加額(減少額)  309 5,079 △179 

預り敷金の減少額  △11,496 △8,124 △14,361 

その他  △19,929 △3,027 △10,116 

小計  △93,940 △95,601 △133,117 

利息及び配当金の受取額  0 1 0 

利息の支払額  △1,310 △1,084 △2,242 

法人税等の支払額  △740 △1,566 △950 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △95,991 △98,251 △136,309 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △4,259 △4,412 △5,301 

貸付金回収による収入  2,410 910 4,960 

その他  △11,218 △29 △11,207 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △13,067 △3,531 △11,549 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入による収入  － 67,157 － 

自己株式取得による支出  △575 △1,148 △1,528 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △575 66,009 △1,528 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額  △109,634 △35,773 △149,387 

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高  192,286 42,899 192,286 

Ⅵ 現金及び現金同等物中間期末(期末)
残高 

※ 82,652 7,125 42,899 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

──────  当社は、当中間会計期間におい

て、263,985千円の中間純損失を計上

した結果、122,165千円の債務超過と

なり、継続企業の前提に関する重要

な疑義が生じております。 

 当社は、当該状況を解消すべく当

年12月8日開催の取締役会において12

月25日を払込期日とする200,000千円

の第三者割当増資の実行を決議致し

ました。 

 中間財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、上記のような

重要な疑義の影響を中間財務諸表に

は反映しておりません。 

────── 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 （時価のないもの） 

移動平均法による原価法 

（時価のないもの） 

同左 

（時価のないもの） 

同左 

 (2）たな卸資産 

  未成工事支出金 

  

個別法による原価法  

    材料及び貯蔵品  

 総平均法による原価法  

(2）たな卸資産 

未成工事支出金、販売用土地

建物 

個別法による原価法  

    材料及び貯蔵品  

 総平均法による原価法  

(2）たな卸資産 

未成工事支出金 

個別法による原価法 

材料及び貯蔵品 

総平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

有形固定資産は建物（建物附

属設備を除く）は定額法、建

物以外については定率法によ

っております。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込利

用可能期間（３年乃至５年）

に基づく定額法によっており

ます。 

(2）無形固定資産 

          同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

均等償却しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるた

め、賞与支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上してお

ります。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるた

め、支給見込額を計上してお

ります。 

 (3）完成工事補償引当金 

当中間会計期間の完成工事に

かかる瑕疵担保の費用の見積

額を計上しております。 

(3）完成工事補償引当金 

同左 

(3）完成工事補償引当金 

完成工事にかかる瑕疵担保の

費用の見積額を計上しており

ます。 

 (4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

なお、会計基準変更時差異

（50,661千円）については、

15年による按分額を費用処理

しております。 

また、複数事業主制度による

日本住宅建設産業厚生年金基

金については、当社の拠出に

対応する年金資産の額を合理

的に計算できないため、要拠

出額を退職給付費用として処

理しております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の額

に基づき、当事業年度末にお

いて発生していると認められ

る額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異

（50,661千円）については、

15年による按分額を費用処理

しております。 

また、複数事業主制度による

日本住宅建設産業厚生年金基

金については、当社の拠出に

対応する年金資産の額を合理

的に計算できないため、要拠

出額を退職給付費用として処

理しております。 

  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく当中

間会計期間末の要支給額を計

上しております。 

(追加情報) 

当社の役員退職慰労金は、従

来支出時の費用として処理し

ておりましたが、前事業年度

の下期において内規に基づく

期末要支給額を役員退職慰労

引当金として計上する方法に

変更致しました。 

なお、前中間会計期間は、変

更後の方法によった場合に比

べて、営業利益及び経常利益

はそれぞれ1,150千円、税引前

中間純利益は5,313千円多く計

上されております。   

(5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく当中

間会計期間末の要支給額を計

上しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引出し可能な

預金及びキャッシュ・マネジメン

トシステムによる預入金(関係会社

短期貸付金)からなっております。 

  

同左 

  

キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引出し可能な預金

及びキャッシュ・マネジメントシ

ステムによる預入金(関係会社短期

貸付金)からなっております。 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理の方法 

消費税等の会計処理の方法は、

税抜方式によっております。 

ただし、資産に係わる控除対象

外消費税等は、発生事業年度の

期間費用としております。 

消費税等の会計処理の方法 

同左 

消費税等の会計処理の方法 

 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成17年 9月 30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年 4月 1日 
至 平成18年 9月 30日） 

前事業年度 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日） 

 (固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間より、「固定資産の減損に

係る会計基準」(「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」(企業会計審

議会 平成14年8月9日))及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第6号 平成15年10月31日」)

を適用しております。 

これにより、減損損失294,652千円を計上し

た結果、税引前中間純損失は同額増加して

おります。 

なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金

額から直接控除しております。 

──────    (固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度より、「固定資産の減損に係る

会計基準」(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業会計審

議会 平成14年8月9日))及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第6号 平成15年10月31

日」)を適用しております。 

これにより、減価償却費が5,706千円減少

し、営業損失が同額減少、経常利益が同額

増加するとともに、減損損失294,652千円

を計上した結果、税引前当期純損失は

288,946千円増加しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき各資産の金額か

ら直接控除しております。 

              

──────  (貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準) 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」(企業会計

基準第5号 平成17年12月9日)及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8

号 平成17年12月9日)を適用しておりま

す。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額

は△122,165千円であります。 

なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸

表等規則の改正に伴い、改正後の中間財務

諸表等規則により作成しております。 

────── 



 注記事項 

 (中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価

償却累計額 

（千円） 

116,753 

（千円） 

78,130 

（千円） 

127,681 

※２ 担保資産及び担保

付債務 

（千円） （千円） （千円） 

担保に供している

資産 
   

販売用土地建物 

建物 

土地 

計 

－ 

17,131 

354,089 

371,221 

349,987 

－ 

－ 

349,987 

－ 

14,163 

329,106 

343,269 

上記担保資産に対

応する債務の額 
   

短期借入金 

長期未払金 

計 

－ 

119,251 

119,251 

67,157 

109,380 

176,538 

－ 

114,427 

114,427 

※３ 消費税等の取り扱

い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相

殺のうえ、流動負債のその他に含め

て表示しております。 

同左 ───── 

 ４ 偶発債務 （債務保証） （債務保証） （債務保証） 

 被保証者  保証金額  内容 

  (千円)  

当社物件

購入者 
 242,152 

住宅ロー

ン保証 

当社社員  2,130 
銀行借入

保証 

計  244,282  

被保証者  保証金額  内容 

  (千円)  

当社物件

購入者 
 223,217 

住宅ロー

ン保証 

当社社員  559 
銀行借入

保証 

計  223,777  

被保証者  保証金額  内容 

  (千円)  

当社物件

購入者 
 235,006 

住宅ロー

ン保証 

当社社員  1,076 
銀行借入

保証 

計  236,082  

※５ 販売用土地建物 当中間会計期間において、流動資産

の「販売用土地建物」について保有

目的の変更に伴い、販売用土地建物

評価損計上後の金額を有形固定資産

に振替えております。       

                (単位:千円) 

種類 

販売用

土地建

物 

計上額 

評価損

(特別損

失) 

固定資産

振替額 

 土地 23,500 10,100 13,400

 建物 9,000 3,700 5,300

  計 32,500 13,800 18,700

当中間会計期間において、固定資産

の一部について保有目的の変更に伴

い、減損損失計上後の金額を流動資

産の「販売用土地建物」に振替えて

おります。          

                (単位:千円) 

種類 
固定資産

計上額 

減損損

失(特別

損失) 

販売用土

地建物振

替額 

 土地 544,084 96,909 447,174

 建物 38,678 658 38,019

  計 582,762 97,568 485,193

 当事業年度において、流動資産の

「販売用土地建物」について保有目

的の変更に伴い、販売用土地建物評

価損計上後の金額を有形固定資産に

振替えております。        

                (単位:千円) 

種類 

販売用

土地建

物 

計上額 

評価損

(特別損

失) 

固定資産

振替額 

 土地 23,500 10,100 13,400

 建物 9,000 3,700 5,300

  計 32,500 13,800 18,700

※６ 土地 

   

───── 

  

───── 土地には、未利用地185,660千円が

含まれております。 

※７ 長期営業債権 ───── 財務諸表等規則第32条第1項第10号

にいう「破産債権、再生債権、更生

債権その他これらに準ずる債権」

で、通常の債権回収期間内に回収さ

れないこととなった債権でありま

す。 

───── 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 特別利益の主なものは次のと

おりであります。 

（千円） （千円） （千円） 

   

固定資産売却益 2,460 － 2,460 

※２ 特別損失の主なものは次のと

おりであります。 

      

減損損失 294,652 97,568 294,652 

販売用土地建物評価損 13,800 － 13,800 

貸倒引当金繰入額 14,500 54,083 29,000 

電話加入権評価損 5,717 － 5,717 

固定資産除去損 － 2,221 － 

 ３ 減価償却実施額    

有形固定資産 10,425 9,292 21,353 

無形固定資産 1,944 1,438 3,294 

※４ 減損損失   当中間会計期間において、以

下の資産グループについて減損

損失を計上しております。 

        (単位:千円)  

当社は管理会計上の区分により

資産をグルーピングしておりま

す。ただし、賃貸事業用不動産

及び遊休地については各物件が

独立してキャッシュ・フローを

生み出す最小の単位として捉

え、個別物件毎にグルーピング

しております。賃貸事業用不動

産については地価の大幅な下落

及び賃料水準の継続的な下落に

より収益性が著しく低下したこ

と、遊休地については将来の用

途が定まっておらず、地価が下

落していることから、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特別

損失に計上しております。その

内訳は土地198,151千円、建物

96,501千円であります。賃貸事

業用不動産については回収可能

価額を使用価値により測定して

おり、将来キャッシュ・フロー

を2.0%で割り引いて算定してお

ります。遊休地については正味

売却価額により測定しており、

公示価格または路線価により評

価しております。 

場所 用途 種類 
減損損
失 

東京都
小平市
他5件 

賃貸事
業用不
動産 

土地及
び建物

239,560

茨城県
守谷市
他2件 

遊休地 土地 55,092

計   294,652

 当中間会計期間において、以

下の資産グループについて減損

損失を計上しております。    

        (単位:千円)  

当社は管理会計上の区分により

資産をグルーピングしておりま

す。建築事業部門にグルーピン

グした神奈川県横浜市の土地に

ついては保有目的を変更し、販

売用不動産に供することに伴

い、また山形県新庄市の土地建

物については地価の下落によ

り、いずれも帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計

上しております。その内訳は土

地96,909千円、建物658千円であ

ります。回収可能価額は、正味

売却価額により測定しており、

不動産鑑定評価額により評価し

ております。 

場所 用途 種類 
減損損
失 

神奈川
県横浜
市 

事業用
倉庫 

土地 43,750

山形県
新庄市 
  

遊休土
地建物

土地及
び建物

53,818

計   97,568

 当事業年度において、以下の

資産グループについて減損損失

を計上しております。 

        (単位:千円)  

当社は管理会計上の区分により

資産をグルーピングしておりま

す。ただし、賃貸事業用不動産

及び遊休地については各物件が

独立してキャッシュ・フローを

生み出す最小の単位として捉

え、個別物件毎にグルーピング

しております。賃貸事業用不動

産については地価の大幅な下落

及び賃料水準の継続的な下落に

より収益性が著しく低下したこ

と、遊休地については将来の用

途が定まっておらず、地価が下

落していることから、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特別

損失に計上しております。その

内訳は土地198,151千円、建物

96,501千円であります。賃貸事

業用不動産については回収可能

価額を使用価値により測定して

おり、将来キャッシュ・フロー

を2.0%で割り引いて算定してお

ります。遊休地については正味

売却価額により測定しており、

公示価格または路線価により評

価しております。 

場所 用途 種類 
減損損
失 

東京都
小平市
他5件 

賃貸事
業用不
動産 

土地及
び建物 

239,560

茨城県
守谷市
他2件 

遊休地 土地 55,092

計   294,652



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 (注) 普通株式の自己株式の株式数の増加4,860株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  ２.新株予約権に関する事項 

     該当事項はありません。 

  ３.配当に関する事項 

  (1)配当金支払額  

   (2)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 当中間会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日)  

 １.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 29,348,000 － － 29,348,000 

合計 29,348,000 － － 29,348,000 

自己株式     

普通株式 169,430 4,860 － 174,290 

合計 169,430 4,860 － 174,290 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

配当決議なし      －   －   － － － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

配当決議なし     －    －      －       － － － 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係は以下のとお

りであります。 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係は以下のとお

りであります。 

※現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係は以下のとおりであり

ます。 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在）

現金及び預金勘定 6,275千円 

関係会社短期貸付金

勘定 
76,376千円 

現金及び現金同等物

中間期末残高 
82,652千円 

現金及び預金勘定 7,125千円 

関係会社短期貸付金

勘定 
－千円 

現金及び現金同等物

中間期末残高 
7,125千円 

現金及び預金勘定 6,969千円 

関係会社短期貸付金

勘定 
35,929千円 

現金及び現金同等物

期末残高 
42,899千円 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 
取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

(有形固定
資産) 
その他 

11,461 6,998 4,462 

 
取得価
額相当
額 
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

(有形固定
資産) 
その他 

11,461 8,983 2,477 

 
取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

(有形固定
資産) 
その他 

11,461 8,016 3,444 

 （注）取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

（注）    同左 （注）取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

 ２．未経過リース料中間期末残高

相当額 

２．未経過リース料中間期末残高

相当額 

２．未経過リース料期末残高相当

額 

  （千円）

１年内 1,985

１年超 2,477

合計 4,462

 （千円）

１年内 1,419

１年超 1,058

合計 2,477

 （千円）

１年内 1,676

１年超 1,768

合計 3,444

 （注）未経過リース料中間期末残

高相当額は未経過リース料

中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

（注）    同左 （注）未経過リース料期末残高相

当額は未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

 ３．支払リース料及び減価償却費

相当額 

３．支払リース料及び減価償却費

相当額 

３．支払リース料及び減価償却費

相当額 

  （千円）

支払リース料 1,018

減価償却費相当額 1,018

 （千円）

支払リース料 966

減価償却費相当額 966

 （千円）

支払リース料 2,036

減価償却費相当額 2,036

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間）（平成17年９月30日現在） 

時価評価されていない有価証券の内容 

（当中間会計期間）（平成18年９月30日現在） 

時価評価されていない有価証券の内容 

（前事業年度）（平成18年３月31日現在） 

時価評価されていない有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

（前中間会計期間）（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（当中間会計期間）（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（前事業年度）（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（ストックオプション関係） 

（当中間会計期間）（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式  

子会社株式 10,000 

(2）その他有価証券  

非上場株式 2,000 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式  

子会社株式 10,000 

(2）その他有価証券  

非上場株式 2,000 

 貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式  

子会社株式 10,000 

(2）その他有価証券  

非上場株式 2,000 



（持分法損益等） 

（前中間会計期間）（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

（当中間会計期間）（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

（前事業年度）（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額(円) 4.68 △4.19 4.90 

１株当たり中間(当期)純

損失金額（円） 
11.94 9.05 11.69 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

 潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額について

は、1株当たり中間純損失

であり、また、潜在株式が

存在しないため記載してお

りません。 

 潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額について

は、1株当たり中間純損失

であり、また、潜在株式が

存在しないため記載してお

りません。 

 潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額について

は、1株当たり当期純損失

であり、また、潜在株式が

存在しないため記載してお

りません。 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純損失（千円） 348,420 263,985 341,126 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失 

(千円) 
348,420 263,985 341,126 

期中平均株式数（千株） 29,186 29,175 29,183 



（重要な後発事象） 

（前中間会計期間）（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

（当中間会計期間）（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 当社は平成18年12月8日開催の取締役会において、債務超過を解消し財務体質を強化するため、第三者割当増

資の実行を決議致しました。 

  

第三者割当増資について 

①募集の方法 

 下記6名を引受人とする第三者割当増資 

 ・山﨑喜久男 

 ・山﨑隆寿 

 ・川上俊親 

 ・松岡清司 

 ・正司泰一郎 

 ・広瀬佳子 

②発行する株式の種類及び数 

 (発行新株数)    普通株式 800,000株 

  (発行価額)     一株につき 金250円 

 (発行価額の総額)  200,000,000円 

 (資本組入額)    一株につき 金125円 

 (資本組入額の総額) 100,000,000円 

③発行の日程 

 (申込期間)     平成18年12月18日～平成18年12月25日 

 (払込期日)     平成18年12月25日 

④新株の配当起算日  平成18年4月1日 

⑤資金の使途     全額運転資金に充当 

（前事業年度）（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  該当事項はありません。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第35期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月30日関東財務局長に提出 

 臨時報告書 

 平成18年８月30日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第3号及び第4号(親会社の異動ならびに主要株主の異動)に基づく

 臨時報告書であります。  

 臨時報告書 

 平成18年11月10日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第11号(債権の取立不能または取立遅延のおそれの発生)に基づく

 臨時報告書であります。  

 臨時報告書 

 平成18年11月10日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第12号(財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象)に基づ 

 く臨時報告書であります。  

 臨時報告書 

 平成18年11月17日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第9号(代表取締役の異動)に基づく臨時報告書であります。  

 有価証券届出書及びその添付書類 

 平成18年12月8日関東財務局長に提出 

 第三者割当増資についての有価証券届出書であります。 

  有価証券届出書の訂正届出書 

 平成18年12月12日関東財務局長に提出 

 平成18年12月8日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１７年１２月１４日 

旭ホームズ株式会社 
 取締役会 御中 

  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 
業務執行社員

 公認会計士 松本  稔  印 

 
指定社員 
業務執行社員

 公認会計士 西尾 方宏  印 

 
指定社員 
業務執行社員

 公認会計士 上坂 善章  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている旭ホームズ株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第35期事業

年度の中間会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を

行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基

準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投

資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用

して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財

務諸表の作成基準に準拠して、旭ホームズ株式会社の平成17年9月30日現在の財政状態及び同日

をもって終了する中間会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

追記情報 

  中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、

固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成

している。 

 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。 

                                            以  上 

  

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１８年１２月１９日 

旭ホームズ株式会社 
 取締役会 御中 

  

 新 橋 監 査 法 人  

 
代表社員 
業務執行社員

 公認会計士 平野 秀輔  印 

 
代表社員 
業務執行社員

 公認会計士 小川 明   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている旭ホームズ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第36期事業

年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すな

わち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準

は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者

の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行

われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務

諸表の作成基準に準拠して、旭ホームズ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

追記情報 

１． 「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記載されているとおり、会社 

      は、当中間会計期間において、263,985千円の中間純損失を計上した結果、122,165千円 

      の債務超過となり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対 

      する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は、継続企業を前提として 

      作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

２． 「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成18年12月8日開催の取締役会に 

      おいて、第三者割当増資による新株式発行の決議を行った。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 

                                                                              以 上 

  

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）発行済株式総数、資本金等の状況
	(4）大株主の状況
	(5）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書
	④中間キャッシュ・フロー計算書

	(2）その他

	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/36
	pageform2: 2/36
	form1: EDINET提出書類  2006/12/20 提出
	form2: 旭ホームズ株式会社(151206)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/36
	pageform4: 4/36
	pageform5: 5/36
	pageform6: 6/36
	pageform7: 7/36
	pageform8: 8/36
	pageform9: 9/36
	pageform10: 10/36
	pageform11: 11/36
	pageform12: 12/36
	pageform13: 13/36
	pageform14: 14/36
	pageform15: 15/36
	pageform16: 16/36
	pageform17: 17/36
	pageform18: 18/36
	pageform19: 19/36
	pageform20: 20/36
	pageform21: 21/36
	pageform22: 22/36
	pageform23: 23/36
	pageform24: 24/36
	pageform25: 25/36
	pageform26: 26/36
	pageform27: 27/36
	pageform28: 28/36
	pageform29: 29/36
	pageform30: 30/36
	pageform31: 31/36
	pageform32: 32/36
	pageform33: 33/36
	pageform34: 34/36
	pageform35: 35/36
	pageform36: 36/36


